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建築基準法施行細則（昭和36年京都府規則第27号）の一部改正 新旧対照表【第２条関係】 

現行 改正後（案） 備考 

○建築基準法施行細則 ○建築基準法施行細則  

（許可申請の添付図書） （許可申請の添付図書）  

第３条 法                           第53条第４項若しくは第５項              、法第57条

の５第３項において準用する法第53条の２第１項第３号若しくは第４号又は法              第59条の２第１

項の規定により許可を受けようとする者は、省令第10条の４第１項に規定する申請書の正本及び副本２通に、それ

ぞれ別表第１の１の表の１の項に規定する図書を添えて、知事に提出しなければならない。 

第３条 法第52条第14項（第３号に係る部分に限る。）、第53条第４項若しくは第５項若しくは第55条第３項、法第57条

の５第３項において準用する法第53条の２第１項第３号若しくは第４号又は法第58条第２項若しくは第59条の２第１

項の規定により許可を受けようとする者は、省令第10条の４第１項に規定する申請書の正本及び副本２通に、それ

ぞれ別表第１の１の表の１の項に規定する図書を添えて、知事に提出しなければならない。 

制度創設に伴う改正 

２ 法第43条第２項第２号、第44条第１項第２号若しくは第４号、第47条ただし書、第52条第10項、第11項若しくは第14

項          、第53条第６項第３号、第53条の２第１項第３号若しくは第４号、第55条第３項各号のいずれか、

第59条第１項第３号若しくは第４項、第68条の７第５項、第85条第３項若しくは第５項から第７項まで又は第87条の３

第３項若しくは第５項から第７項までの規定により許可を受けようとする者は、省令第10条の４第１項の規定による申

請書（法第85条第５項又は第87条の３第５項の規定による許可の申請にあつては、省令別記第44号様式による申

請書）の正本及び副本に、それぞれ別表第１の１の表の１の項に規定する図書を添えて、京都府土木事務所の長

(以下「所長」という。)に提出しなければならない。ただし、法第85条第５項又は第87条の３第５項の規定による許可

を受けようとする者が申請書に添付すべき同表の１の項に規定する図書については、既に所長に提出されている当

該図書の内容に変更がないときは、当該申請書にその旨を記載することにより、その添付を省略することができる。 

２ 法第43条第２項第２号、第44条第１項第２号若しくは第４号、第47条ただし書、第52条第10項、第11項若しくは第14

項（第３号を除く。）、第53条第６項第３号、第53条の２第１項第３号若しくは第４号、第55条第４項各号のいずれか、

第59条第１項第３号若しくは第４項、第68条の７第５項、第85条第３項若しくは第５項から第７項まで又は第87条の３

第３項若しくは第５項から第７項までの規定により許可を受けようとする者は、省令第10条の４第１項の規定による申

請書（法第85条第５項又は第87条の３第５項の規定による許可の申請にあつては、省令別記第44号様式による申

請書）の正本及び副本に、それぞれ別表第１の１の表の１の項に規定する図書を添えて、京都府土木事務所の長

(以下「所長」という。)に提出しなければならない。ただし、法第85条第５項又は第87条の３第５項の規定による許可

を受けようとする者が申請書に添付すべき同表の１の項に規定する図書については、既に所長に提出されている当

該図書の内容に変更がないときは、当該申請書にその旨を記載することにより、その添付を省略することができる。 

制度創設に伴う改正 

３～12 略 ３～12 略  

（認定申請書及び添付図書） （認定申請書及び添付図書）  

第３条の２ 令第115条の２第１項第４号ただし書の規定により認定を受けようとする者は、別記第２号様式による申請

書の正本及び副本２通に、それぞれ別表第１の２の表の１の項に規定する図書を添えて、知事に提出しなければな

らない。 

第３条の２ 令第115条の２第１項第４号ただし書の規定により認定を受けようとする者は、別記第２号様式による申請

書の正本及び副本２通に、それぞれ別表第１の２の表の１の項に規定する図書を添えて、知事に提出しなければな

らない。 

 

２～３  ２～３   

４ 法             第55条第２項、第57条第１項又は第86条の６第２項の規定により認定を受けようとする者

は、省令第10条の４の２第１項に規定する申請書の正本及び副本に、それぞれ別表第１の２の表の１の項に規定す

る図書を添えて、所長に提出しなければならない。 

４ 法第52条第６項第３号、第55条第２項、第57条第１項又は第86条の６第２項の規定により認定を受けようとする者

は、省令第10条の４の２第１項に規定する申請書の正本及び副本に、それぞれ別表第１の２の表の１の項に規定す

る図書を添えて、所長に提出しなければならない。 

制度創設に伴う改正 

５～14 略 ５～14 略  

（指定申請の添付図書） （指定申請の添付図書）  

第３条の３ 法第57条の２第１項の規定により指定を受けようとする者は、省令第10条の４の５第１項に規定する申請書

の正本及び副本２通に、それぞれ別表第１の３の表に規定する図書を添えて、知事に提出しなければならない。 

第３条の３ 法第57条の２第１項の規定により指定を受けようとする者は、省令第10条の４の10第１項に規定する申請書

の正本及び副本２通に、それぞれ別表第１の３の表に規定する図書を添えて、知事に提出しなければならない。 

規定整備 

２ 略 ２ 略  

第３条の４～第12条 略 第３条の４～第12条 略  

（特定建築設備等の定期報告） （特定建築設備等の定期報告）  

第13条 法第12条第３項の規定により知事が指定する特定建築設備等は、令第16条第１項各号（共同住宅又は寄宿

舎の用途に供する建築物を除く。）及び第11条第１項第２号に掲げる建築物に係る換気設備、排煙設備及び非常

用の照明装置とする。 

第13条 法第12条第３項の規定により知事が指定する特定建築設備等は、令第16条第１項各号（共同住宅又は寄宿

舎の用途に供する建築物を除く。）及び第11条第１項第２号に掲げる建築物に係る換気設備、排煙設備及び非常

用の照明装置とする。 

 

 

２ 法第12条第３項の規定による令第16条第３項第２号及び前項に規定する特定建築設備等に係る報告は、省令第６

条第３項に規定する報告書に、別表第１の５の表の２の項に規定する図書並びに                     

                                                                       

                                  換気設備、排煙設備、非常用の照明装置及び防火設備の

２ 法第12条第３項の規定による令第16条第３項第２号及び前項に規定する特定建築設備等に係る報告は、省令第６

条第３項に規定する報告書に、別表第１の５の表の２の項に規定する図書（当該報告に係る特定建築設備等が防

火設備である場合にあつては同項の(2)に規定する図書を、その他の場合にあつては同項の(3)に規定する図書を、

それぞれ除く。）及び当該報告に係る検査の対象となる換気設備、排煙設備、非常用の照明装置又は防火設備の

規定整備 
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検査の結果を記載した書類で知事が別に定めるものを添えて、所長に提出して行うものとする。 検査の結果を記載した書類で知事が別に定めるものを添えて、所長に提出して行うものとする。 

３ 前項の報告書は、報告の日前３月以内に行われた検査の結果に基づいて作成されたものでなければならない。 ３ 前項の報告書は、報告の日前３月以内に行われた検査の結果に基づいて作成されたものでなければならない。  

４ 省令第６条第１項の規定による報告の時期は、毎年度４月から12月までの間とする。 ４ 省令第６条第１項の規定による報告の時期は、毎年度４月から12月までの間とする。  

５ 省令第６条第１項に規定する国土交通大臣が定める検査の項目（以下「大臣指定設備項目」という。）に係る報告

は、検査の対象となる建築設備の全ての大臣指定設備項目について３年以内ごとに行われるものとし、当該報告の

時期は、前項の規定にかかわらず、検査を実施した年ごとの４月から12月までとする。 

５ 省令第６条第１項に規定する国土交通大臣が定める検査の項目（以下「大臣指定設備項目」という。）に係る報告

は、検査の対象となる建築設備の全ての大臣指定設備項目について３年以内ごとに行われるものとし、当該報告の

時期は、前項の規定にかかわらず、検査を実施した年ごとの４月から12月までとする。 

 

第14条～第21条 略 第14条～第21条 略  

 附 則  

 この規則は、令和５年４月１日から施行する。 法施行日と同日 

別表第１（第３条―第３条の３、第４条、第11条、第13条、第15条関係） 別表第１（第３条―第３条の３、第４条、第11条、第13条、第15条関係）  

１～４ 略 １～４ 略  

５ 定期報告の添付図書 ５ 定期報告の添付図書  

 図書の種類 明示する事項 

１ (1) 付近見取図 方位、道路及び目標となる地物 

(2) 配置図 縮尺及び方位 

敷地の境界線、敷地内における建築物の位置及び用途 

敷地に接する道路の位置及び幅員 

(3) 各階平面図 縮尺及び方位 

間取り及び各室の用途 

壁の位置、開口部及び防火戸の位置 

延焼のおそれのある部分の外壁及び軒裏の構造 

防火区画及び隔壁の位置 

非常口、非常用進入口及び避難施設の位置 

２ (1) １の項の(1)及び(2)に規定

する図書 

当該図書に係る１の項の(1)及び(2)に規定する明示事項 

(2) 排煙設備等の機械器具の

位置図 

縮尺及び方位 

各階の間取り及び各室の用途 

壁の位置 

機械器具の種別及び位置 

分電盤、配線図及び系統図 

防火設備の種別及び位置 

（新設） （新設） 

 

 

 

 

 図書の種類 明示する事項 

１ (1) 付近見取図 方位、道路及び目標となる地物 

(2) 配置図 縮尺及び方位 

敷地の境界線、敷地内における建築物の位置及び用途 

敷地に接する道路の位置及び幅員 

(3) 各階平面図 縮尺及び方位 

間取り及び各室の用途 

壁の位置、開口部及び防火戸の位置 

延焼のおそれのある部分の外壁及び軒裏の構造 

防火区画及び隔壁の位置 

非常口、非常用進入口及び避難施設の位置 

２ (1) １の項の(1)及び(2)に規定

する図書 

当該図書に係る１の項の(1)及び(2)に規定する明示事項 

(2) 排煙設備等の機械器具

の位置図 

縮尺及び方位 

各階の間取り及び各室の用途 

壁の位置 

機械器具の種別及び位置 

分電盤、配線図及び系統図 

（削る。） 

(3) 防火設備等の位置図 縮尺及び方位 

各階の間取り及び各室の用途 

壁の位置 

防火設備の種別及び位置 

連動機構の種別及び位置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

規定整備 

 

６ 略 ６ 略  
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別表第２ 略 別表第２ 略  

別表第３（第６条関係） 別表第３（第６条関係）  

事務 手数料の名称 手数料の額 

１～８ 略 略 略 

（新設） 

 

  

９   法第52条第10項、第11項又は第14項の規定による

容積率に関する特例の許可の申請に対する審査 

容積率の特例許可申請

手数料 

１件につき 163,200円

９の２ 法第53条第４項又は第５項の規定による建蔽率に

関する特例の許可の申請に対する審査 

建蔽率の特例許可申請

手数料 

１件につき 163,200円

10～12 略 略  略 

13 法第55条第３項       各号の規定による建築物

の高さの許可の申請に対する審査 

建築物の高さの許可申

請手数料 

１件につき 163,200円

14～15の３ 略 略  略 

15の４ 法第57条の４第１項の規定による建築物の高さの

限度に関する特例の許可の申請に対する審査 

特例容積率適用地区に

おける建物 の高さの限

度に関する特例の許可

申請手数料 

１件につき  163,200円

（新設） 

 

 

  

16 法第59条第１項第３号の規定による建築物の容積率、

建蔽率、建築面積又は壁面の位置に関する特例の許

可の申請に対する審査 

高度利用地区における

建築物の容積率、建蔽

率、建築面積又は壁面

の位置の特例許可申請

手数料 

１件につき 163,200円 

17   法第59条第４項の規定による建築物の各部分の高

さの許可の申請に対する審査 

略 １件につき 163,200円

18～40 略 略  略 
 

事務 手数料の名称 手数料の額 

１～８ 略 略 略 

９ 法第52条第６項第３号の規定による容積率に関する認

定の申請に対する審査 

容積率の認定申請手数

料 

１件につき 27,540円

９の２ 法第52条第10項、第11項又は第14項の規定による

容積率に関する特例の許可の申請に対する審査 

容積率の特例許可申請

手数料 

１件につき 163,200円

９の３ 法第53条第４項又は第５項の規定による建蔽率に

関する特例の許可の申請に対する審査 

建蔽率の特例許可申請

手数料 

１件につき 163,200円

10～12 略 略  略 

13 法第55条第３項又は第４項各号の規定による建築物

の高さの許可の申請に対する審査 

建築物の高さの許可申

請手数料 

１件につき 163,200円

14～15の３ 略 略  略 

15の４ 法第57条の４第１項の規定による建築物の高さの

      特例の許可の申請に対する審査 

特例容積率適用地区に

おける建築物の高さの 

      特例許可申請

手数料 

１件につき  163,200円

16 法第58条第２項の規定による建築物の高さの許可の

申請に対する審査 

高度地区における建築

物の高さの許可申請手

数料 

１件につき 163,200円

17 法第59条第１項第３号の規定による建築物の容積率、

建蔽率、建築面積又は壁面の位置に関する特例の許

可の申請に対する審査 

高度利用地区における

建築物の容積率、建蔽

率、建築面積又は壁面

の位置の特例許可申請

手数料 

１件につき 163,200円

17の２ 法第59条第４項の規定による建築物の各部分の

高さの許可の申請に対する審査 

略 １件につき 163,200円

18～40 略 略  略 

 

 
制度創設に伴う改正 

 
規定整備（上記に伴う項ず

れ） 
 

規定整備（上記に伴う項ず

れ） 

 
制度新設に伴う規定整備 

 

 
規定整備 

 

 

 

 
制度新設に伴う規定整備 

 
 
規定整備（上記に伴う項ず

れ） 

 
規定整備（上記に伴う項ず

れ） 

別表第４ 略 別表第４ 略  

 


